
標準仕様書4.1版改定に向けたWT議事（令和７年２月）

機能要件 帳票要件
印字項目・
諸元表

帳票レイアウ
ト

業務フローツ
リー図

区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細 区分 詳細

該当する変更要件はなし

1

eLTAX更改に伴い、国税局・税務署から地方団体へ電子ファイルを用いた定型問い合わせ機能（定
型照会）が追加となるため、それに伴う機能要件の拡充を執り行う。

○ 4.1版

● 0120333 税務照会業務オンライン化機能の要件化
定型照会（照会者:国税局・税務署⇒回答者:地方団
体）

該当機能なし 国税庁及び税務署から照会があった固定資産税課税情報の照会情報を取り込めること。
実装区分:実装必須

【要件の考え方・理由】
地方団体と国税局・税務署の照会・回答に関して必要な情報をやり取りす
るための要件として定義している。地方税共同機構より公表された「eLTAX
５期更改における見積参考資料」を以て、取込機能を示すこととする。

質問

①本機能要件の要件化について、賛否をご回答ください。ま

た、適切な文言があればその理由と併せてご回答ください。

②反対の場合、その理由をご回答ください。

賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 その他

本都は原則帳票要件にのみ準拠する想
定ですが、「eLTAX5期更改における見
積参考資料」に提示のある本件取込機
能・通知機能については基幹システム側
に実装する想定です。

賛成 賛成 賛成 賛成

4.1版、意見照会で、機能ID:0120249（各種証明書等を発行でき
ること）の意見として市町村の電子申請とのファイル連携を想定し、
「（画面からの入力に加えて交付申請書記載項目が記録された電子ファ
イル(CSV等)を入力して一括発行する機能を含む）」の追記を記載して
いる。類似する機能と思われるので、証明書発行申請書データの取り込み
まで機能拡張頂きたい。

賛成 ・国税庁と合意した見積参考資料の記載を踏襲し、機能要件の記載を「国税庁及び税
務署」から「国税局及び税務署」と変更した方が良いと思います。
・本機能に係る最新の公開ドキュメント「eLTAX５期更改に係る仕様書（暫定版）」
を令和７年３月31日に公開予定です。そのため、備考欄の記載を「「eLTAX５期更
改における見積参考資料」及び「eLTAX５期更改に係る仕様書」を以て～」としてくださ
い。

賛成 賛成

13 0 1

以下の通りに要件化する。

機能要件:国税局及び税務署から照会があった固定資産税課税情
報の照会情報を取り込めること。
実装区分:実装必須
要件の考え方・理由:地方団体と国税局・税務署の照会・回答に関
して必要な情報をやり取りするための要件として定義している。地方税
共同機構より公表される「eLTAX５期更改における見積参考資料」及
び「eLTAX５期更改に係る仕様書」を以て、取込機能を示すこととす
る。
適合基準日:令和９年５月１日

2

eLTAX更改に伴い、国税局・税務署から地方団体へ電子ファイルを用いた定型問い合わせ機能（定
型照会）が追加となるため、それに伴う機能要件の拡充を執り行う。

○ 4.1版

● 0120334 税務照会業務オンライン化機能の要件化
定型照会（照会者:国税局・税務署⇒回答者:地方団
体）

該当機能なし 国税庁及び税務署から照会があった固定資産税課税情報に対する回答をCSV形式で出力できること。
実装区分:実装必須

【要件の考え方・理由】
地方団体と国税局・税務署の照会・回答に関して必要な情報をやり取りす
るための要件として定義している。地方税共同機構より公表された「eLTAX
５期更改における見積参考資料」を以て、通知機能を示すこととする。

質問

①本機能要件の要件化について、賛否をご回答ください。ま

た、適切な文言があればその理由と併せてご回答ください。

②反対の場合、その理由をご回答ください。

賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 賛成 その他

本都は原則帳票要件にのみ準拠する想
定ですが、「eLTAX5期更改における見
積参考資料」に提示のある本件取込機
能・通知機能については基幹システム側
に実装する想定です。

賛成 賛成 賛成 賛成

4.1版、意見照会で、機能ID:0120249（各種証明書等を発行でき
ること）の意見として市町村の電子申請とのファイル連携を想定し、
「（画面からの入力に加えて交付申請書記載項目が記録された電子ファ
イル(CSV等)を入力して一括発行する機能を含む）」の追記を記載して
いる。類似する機能と思われるので、証明書データの出力まで機能拡張
頂きたい。特に法人等、証明の件数が多い場合の効率化に有効と思わ
れる。また、デジタル納税通知にかかるデータ提供機能についての記載も必
要。

賛成 ・国税庁と合意した見積参考資料の記載を踏襲し、機能要件の記載を「国税庁及び税
務署」から「国税局及び税務署」と変更した方が良いと思います。
・本機能に係る最新の公開ドキュメント「eLTAX５期更改に係る仕様書（暫定版）」
を令和７年３月31日に公開予定です。そのため、備考欄の記載を「「eLTAX５期更
改における見積参考資料」及び「eLTAX５期更改に係る仕様書」を以て～」としてくださ
い。

賛成 賛成

13 0 1

以下の通りに要件化する。

機能要件:国税局及び税務署から照会があった固定資産税課税情
報に対する回答をCSV形式で出力できること。
実装区分:実装必須
要件の考え方・理由:地方団体と国税局・税務署の照会・回答に関
して必要な情報をやり取りするための要件として定義している。地方税
共同機構より公表される「eLTAX５期更改における見積参考資料」及
び「eLTAX５期更改に係る仕様書」を以て、通知機能を示すこととす
る。
適合基準日:令和９年５月１日

3

一部の申告・申請等手続が地方税法令上に明文規定されたことに伴い電子申請・申告ができることと
なるため、それに伴う機能要件の拡充を執り行う。

○ 4.1版

● 0120335 申告・申請等手続のデジタル化 該当機能なし 固定資産税の住宅用地に関する申告をCSV形式で一括及び個別に取り込めること。
実装区分:実装必須（※）

【要件の考え方・理由】
地方税共同機構より公表された「地方税法令上に明文規定を有する申
告・申請等手続のデジタル化対応に係る見積参考資料」を以て、取込機
能を示すこととする。

質問

①本機能要件の要件化について、賛否をご回答ください。ま

た、適切な文言があればその理由と併せてご回答ください。

②反対の場合、その理由をご回答ください。

賛成 賛成 賛成 賛成 反対 当該機能があっても使う使わないは運用次第なので運用上は差し支えない。ただし、標準機
能を設けるということはこれに係るベンダの開発費用が発生し、その分自治体に請求されるシス
テム利用料負担増につながるということであるため、真に必要な機能以外の追加可否は個別
自治体ごとではなく全自治体での費用対効果を考えて判断すべきである。
E市においては、住宅用地申告は実績として毎年ほぼゼロであり当該機能は全く必要がない。
また、住宅用地申告がある＝住宅用地として認定、ではなく、現地調査の上地目、住宅用
途、住宅戸数、画地等の判断が必要となるものである。登記情報のように課税内容に直結す
るデータではなく、現地調査のための参考データに過ぎないものであるため、税システムに取り込
む必要はない。申告する側の市民目線で考えても電子申告ができればいいのであり、自治体
側がデータを取り込めるかどうかは関係ない。さらには住宅用地か否かの入力は評価・課評に
関わる部分であるが、E市は評価関連はサブシステムで行っており、税システム本体に取り込ん
でも意味がない。
他市状況の統計的・網羅的資料はないが、E市周辺自治体はE市同様の状況であり、全国
的にみても同様の市は多数あるのではないかと推察する。特定の自治体のみにしかメリットがな
い機能であれば標準仕様としては盛り込むべきではないと考える。

賛成 その他

本都は帳票要件にのみ準拠する想定で
す。

賛成 賛成 賛成 賛成 その他

現時点では記載いただいた見積参考資料が最新の資料であるため、標準仕様書4.1版
における記載としては妥当なものと考えております。しかし、今後令和７年７月頃に公開
仕様書（暫定版）を公開を予定しており、その後見積参考資料の更新を行いませんの
で、公開仕様書が最新の資料となります。そのため、標準仕様書5.0版以降では公開仕
様書を参照するよう記載していただくようお願いいたします。

賛成 賛成

11 1 2

以下の通りに要件化する。

機能要件:固定資産税の住宅用地に関する申告をCSV形式で一括
及び個別に取り込めること。
実装区分:実装必須（※）
要件の考え方・理由:地方税共同機構より公表された「地方税法令
上に明文規定を有する申告・申請等手続のデジタル化対応に係る見
積参考資料」を以て、取込機能を示すこととする。

4

一部の申告・申請等手続が地方税法令上に明文規定されたことに伴い電子申請・申告ができることと
なるため、それに伴う機能要件の拡充を執り行う。

○ 4.1版

● 0120336 申告・申請等手続のデジタル化 該当機能なし 取り込んだ電子データから住宅用地に関する申告の疑似イメージを生成し、参照及び削除ができること。
実装区分:標準オプション

イメージ化については、疑似イメージの作成とその印刷を目的としており（本
要件での要求事項は、機能要件欄に記載の通り）、イメージデータの管理
（画像データの保持、修正等）は本機能の範囲外とします。

質問

①本機能要件の要件化について、賛否をご回答ください。ま

た、適切な文言があればその理由と併せてご回答ください。

②反対の場合、その理由をご回答ください。

賛成 賛成 賛成 賛成 反対

項番３での回答通り

賛成 その他

本都は帳票要件にのみ準拠する想定で
す。

賛成 賛成 賛成 賛成 その他

照会内容について回答する立場にありません。

その他

市町村の事務に関する事項
のため、回答を控えます。

賛成

10 1 3

以下の通りに要件化する。

機能要件:取り込んだ電子データ「住宅用地に関する申告情報」を固
定資産税システムで参照及び削除ができること。
実装区分:標準オプション
備考欄:本機能要件は疑似イメージの作成とその印刷を目的としてお
り（本要件での要求事項は、機能要件欄に記載の通り）、イメージ
データの管理（画像データの保持、修正等）は本機能の範囲外としま
す。

5

一部の申告・申請等手続が地方税法令上に明文規定されたことに伴い電子申請・申告ができることと
なるため、それに伴う機能要件の拡充を執り行う。

○ 4.1版

● 0120337 申告・申請等手続のデジタル化 該当機能なし 取り込んだ電子データから住宅用地に関する申告の疑似イメージの出力ができること。
実装区分:標準オプション

イメージ化については、疑似イメージの作成とその印刷を目的としており（本
要件での要求事項は、機能要件欄に記載の通り）、イメージデータの管理
（画像データの保持、修正等）は本機能の範囲外とします。

質問

①本機能要件の要件化について、賛否をご回答ください。ま

た、適切な文言があればその理由と併せてご回答ください。

②反対の場合、その理由をご回答ください。

賛成 賛成 賛成 賛成 反対

項番３での回答通り

賛成 その他

本都は帳票要件にのみ準拠する想定で
す。

賛成 賛成 賛成 賛成 その他

照会内容について回答する立場にありません。

その他

市町村の事務に関する事項
のため、回答を控えます。

賛成

10 1 3

以下の通りに要件化する。

機能要件:取り込んだ電子データ「住宅用地に関する申告情報」を印
刷できること。
実装区分:標準オプション
備考欄:本機能要件は疑似イメージの作成とその印刷を目的としてお
り（本要件での要求事項は、機能要件欄に記載の通り）、イメージ
データの管理（画像データの保持、修正等）は本機能の範囲外としま
す。

6

47都道府県へヒアリングの上、不動産取得税課税に伴い必要な項目の追加及び各種項目の表記・
定義の見直しを執り行う。

○ 4.1版

● - 補足資料(8.1.9.)_都道府県への通知_前提 現況情報は、以下の①又は②の情報（未登記物件については、直近の確定した賦課期日時点の情報）とし、①②のい
ずれの情報を出力するか設定できる※こととする。

中分類の「現況情報」は、
　・承継取得通知については、以下の①又は②の情報（未登記物件については、直近の確定した賦課期日時点の情
報）とし、①②のいずれの情報を出力するか設定できる※こととする。
　・現況情報通知については、直近賦課期日時点の情報とする。

報告

その他 (8.1.9.)_都道府県への通知については、R6.10頃に総務省様から受領したCSVファイ
ルレイアウトを精緻化の上、R7.1.29に当機構から見積参考資料1.1版として公開して
おります。そのため、標準仕様書4.1版と当方の資料に一部差異が発生する認識であり、
仕様としても見積参考資料1.1版が最新版となるかと思います。
ご提示の改訂案で行きますと、標準仕様書4.1版を見たベンダー等が、4.1版を最新と捉
えて設計を進めてしまうリスクが懸念されませんでしょうか。
既に織り込み済みでしたら対応不要ですが、必要に応じてご検討いただければと思いま
す。

以下のとおり記載しているため、仕様上の修正は行わない。
固定資産税の機能要件:「補足資料(8.1.9.)_都道府県への通知_
前提」シート
「○　なお、各通知は本標準仕様書に記載の仕様を参考に、地方税
共同機構より公表されたeLTAX仕様書を以て、通知機能を最終化す
ること。」

7

47都道府県へヒアリングの上、不動産取得税課税に伴い必要な項目の追加及び各種項目の定義の
見直しを執り行う。

○ 4.1版

● - 都道府県宛ての固定資産課税台帳に登録された不動産の価
格等の通知CSVデータのファイルレイアウトの改版
補足資料(8.1.9.)_都道府県への通知_新築家屋等通知

No36:項目名「既存の母屋・附属家の面積」
No42:項目名「改築前の評価額」　備考「改築の場合のみ」
No51:項目名「新築住宅の減額（地方税法附則第15条の６第１項又は第２項）の適用面積」
No56:該当項目なし

No36:項目名「既存の母屋・附属家の床面積」
No42:項目名「増築・改築前の評価額」備考「」
No51:項目名「新築住宅の減額（地方税法附則第15条の６第１項又は第２項）の適用床面積」
No56:項目「家屋番号」を追加

報告 M列に記載の通り要件修正する。

8

47都道府県へヒアリングの上、不動産取得税課税に伴い必要な項目の追加及び各種項目の定義の
見直しを執り行う。

○ 4.1版

● - 都道府県宛ての固定資産課税台帳に登録された不動産の価
格等の通知CSVデータのファイルレイアウトの改版
補足資料(8.1.9.)_都道府県への通知_承継取得通知_土
地

No16:備考「未登記の取得のみ」
No20:備考「登記によらない取得の場合。固定資産税システムでは管理していない可能性。その場合は「－」で出力す
る。」
No21:備考「登記によらない取得の場合。固定資産税システムでは管理していない可能性。その場合は「－」で出力す
る。」
No45:該当項目なし
No46:該当項目なし
No47:該当項目なし
No48:該当項目なし

No16:備考「」
No20:備考「固定資産税システムでは管理していない場合は「－」で出力する。」
No21:備考「固定資産税システムでは管理していない場合は「－」で出力する。」
No45:項目「地上権設定の有無」を追加
No46:項目「敷地権の設定の有無」を追加
No47:項目「敷地権割合の分子」を追加
No48:項目「敷地権割合の分母」を追加

報告 M列に記載の通り要件修正する。

9

47都道府県へヒアリングの上、不動産取得税課税に伴い必要な項目の追加及び各種項目の定義の
見直しを執り行う。

○ 4.1版

● - 都道府県宛ての固定資産課税台帳に登録された不動産の価
格等の通知CSVデータのファイルレイアウトの改版
補足資料(8.1.9.)_都道府県への通知_承継取得通知_家
屋

No16:備考「未登記の取得のみ」
No20:備考「登記によらない取得の場合。固定資産税システムでは管理していない可能性。その場合は「－」で出力す
る。」
No21:備考「登記によらない取得の場合。固定資産税システムでは管理していない可能性。その場合は「－」で出力す
る。」
No38:項目名「既存の母屋・附属家の面積」
No49:項目名「再建築評点数」
No53:項目名「固定資産税非課税床面積」
No57:項目名「新築住宅の減額（地方税法附則第15条の６第１項又は第２項）の適用面積」
No61:該当項目なし

No16:備考「」
No20:備考「固定資産税システムでは管理していない場合は「－」で出力する。」
No21:備考「固定資産税システムでは管理していない場合は「－」で出力する。」
No38:項目名「既存の母屋・附属家の床面積」
No49:項目名「再建築費評点数」
No53:項目名「固定資産税の非課税床面積」
No57:項目名「新築住宅の減額（地方税法附則第15条の６第１項又は第２項）の適用床面積」
No61:項目「家屋番号」を追加

報告 M列に記載の通り要件修正する。

10

47都道府県へヒアリングの上、不動産取得税課税に伴い必要な項目の追加及び各種項目の定義の
見直しを執り行う。

○ 4.1版

● - 都道府県宛ての固定資産課税台帳に登録された不動産の価
格等の通知CSVデータのファイルレイアウトの改版
補足資料(8.1.9.)_都道府県への通知_現況情報通知_土
地

No18:項目名「区市町村境の有無」
No32:該当項目なし
No33:該当項目なし
No34:該当項目なし
No35:該当項目なし

No18:項目名「市町村境の有無」
No32:項目「地上権設定の有無」を追加
No33:項目「敷地権の設定の有無」を追加
No34:項目「敷地権割合の分子」を追加
No35:項目「敷地権割合の分母」を追加

報告 M列に記載の通り要件修正する。

11

47都道府県へヒアリングの上、不動産取得税課税に伴い必要な項目の追加及び各種項目の定義の
見直しを執り行う。

○ 4.1版

● - 都道府県宛ての固定資産課税台帳に登録された不動産の価
格等の通知CSVデータのファイルレイアウトの改版
補足資料(8.1.9.)_都道府県への通知_現況情報通知_家
屋

No36:項目名「再建築評点数」
No40:項目名「固定資産税非課税床面積」
No44:項目名「新築住宅の減額（地方税法附則第15条の６第１項又は第２項）の適用面積」
No48:該当項目なし

No36:項目名「再建築費評点数」
No40:項目名「固定資産税の非課税床面積」
No44:項目名「新築住宅の減額（地方税法附則第15条の６第１項又は第２項）の適用床面積」
No48:項目「家屋番号」を追加

報告 M列に記載の通り要件修正する。

該当する変更要件はなし

最終方針

3．地方団体からの要望等による標準仕様書見直し

２．地方税法以外の法令・制度・システム等の改正による標準仕様書見直し

１．税制改正による標準仕様書見直し

報告

区分
ご確認事項 賛成 反対 その他

K市 団体Ｌ 団体Ｍ 団体ＮF市 G市 H市 I市 J市A市 B市 C市 D市 E市
要件（変更前） 要件（変更後） 備考

#

標準仕様書改定内容（案）

標準仕様書へ
の反映時期

改正・要望内容
標準仕様書
への反映

仕様書分類
要件No 要件名


